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一般会計当初予算71億500万円
平成26年度当初予算の概要をお知らせします

一般会計当初予算71億500万円
　平成26年度の当初予算が3月定例会で成立しましたので、その概要と特徴をご紹介します。一般会計の歳入歳出
予算は71億500万円で、前年度比0.3％の減となっています。建設事業費が大きく減少したものの、消費税が引き
上げられることによる影響を緩和するための臨時福祉給付金や、防災対策などの予算増により、前年度とほぼ同額
の予算となりました。
　町では、借金の返済が減少傾向にあるものの、まだ多額であることなど、依然として厳しい財政状況にあります
が、事務事業の見直しなど引き続き行財政改革を推進するとともに、限られた財源を有効に活用し、地域産業及び
経済の活性化、地域福祉の充実など、町民の皆さんの安全・安心な暮らしに向けた取り組みを推進してまいります。

◆当初予算総括表

会　　　　　計 平成26年度 平成25年度 伸率

（単位：千円、％）

 一　　　　般　　　　会　　　　計 7,105,000 7,125,000 ▲ 0.3

 国民健康保険事業特別会計（事業勘定） 1,675,500 1,710,400 ▲ 2.0

 国民健康保険事業特別会計（直診勘定） 176,400 197,800 ▲ 10.8

 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会計 122,400 110,000 11.3

 介　護　保　険　特　別　会　計 1,369,600 1,314,300 4.2

 訪問看護ステーション特別会計 17,700 24,000 ▲ 26.3

 下　水　道　事　業　特　別　会　計 434,800 671,000 ▲ 35.2

 財 　 産 　 区 　 特 　 別 　 会 　 計 500 500 0.0

 合　　　計 10,901,900 11,153,000 ▲ 2.3

  収益的収入 477,967 288,016 66.0
 水道事業会計 収益的支出 482,621 419,115 15.2
  資本的収入 112,000 207,500 ▲ 46.0
  資本的支出 299,722 286,266 4.7

◆一般会計の概要　～歳入～
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◆一般会計の概要　～目的別歳出～ ◆一般会計の概要　～性質別歳出～

◆一般会計の基金（貯金）と町債（借金）の残高状況

　実質的負担額　　交付税算入見込額　財政調整基金　　減債基金　　合併振興基金　　その他基金

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

基金の状況（平成25年度末見込みまで） 町債残高の推移と見通し

一般会計の基金は平成25年度末で約33億円となる見込みです。
そのうち平成20年度まで枯渇状況にあった財政調整基金は約15
億円、減債基金は約３億９千万円となる見込みです。

平成15年度をピークに年々減少しています。繰上償還の実施や、
町債の発行抑制により今後も減少する見込みです。また、交付税
算入見込額を除いた実質的負担額は平成25年度末で約27億円の
見込みであり残高全体の約25％となっています。
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用語解説

教育や福祉、土木や消防など町
の基本的な仕事をするための会
計で、皆さんから納付していた
だく町税、国からの地方交付税
や補助金などが主な財源です。

一般会計

一般会計と区別して特定の事業
を行うための予算で、保険料や
使用料などの特定の収入でまか
なわれ、「国民健康保険事業」
や「下水道事業」などがありま
す。

地方公営企業法を適用しており、
企業会計方式をとっています。

特別会計

水道事業
会　　計

用語解説

町が徴収している町民税、固定資産税、
軽自動車税、たばこ税など町　税

町が特定の事業を行う場合に、その経費
の全部又は一部を徴収したもの

分担金
・負担金

国の税金（所得税、法人税など）の一部
が町に配分されるもの地方交付税

町が特定の事業を行うために、国や県か
ら交付されるもの国県支出金

町が事業を行うための資金として長期で
借入れる借金のこと町　債

町税や基金繰入金などの町が独自に調達
できる財源のこと自主財源

地方交付税や国・県支出金などの国・県
により割り当てられたりする財源のこと依存財源

用語解説

庁舎管理、戸籍業務、選挙業務など
の通常必要とされる経費総務費

社会福祉、高齢者福祉、障害者福祉、
児童福祉などの福祉全般の経費民生費

予防接種、健康診査、ごみ処理など
を行うための経費衛生費

農業、林業、水産業のための経費農林水産業費

商工業振興、観光振興のための経費商工費

消防、防災のための経費消防費

町道、河川、公園などの整備や維持
管理のための経費土木費

小学校、中学校、公民館などの整備、
管理運営のための経費教育費

町が借入れた借金の返済のための経
費

公債費

用語解説

議員の報酬、職員の給料などの経費人件費

町が借入れた借金の返済のための経費公債費

高齢者、児童、障害者などを援助するための経費扶助費

農道、町道、学校などの公共施設を建設するための経費建設事業費

異常気象などにより被害を受けた公共施設などを修復する
ための経費災害復旧費

施設維持管理のための電気料、委託料や一般事務のための
コピー代などの経費物件費

一部事務組合への負担金や各種団体への補助金などの経費補助費等

町が特定の事業を行うための基金などに積立て（貯金）を
するための経費積立金

国民健康保険の医療給付、介護保険のサービス給付、上下
水道の維持管理などのために一般会計が負担する経費繰出金

町の負担が義務付けられている経費で、人件費、公債費、
扶助費がこれにあたります義務的経費

道路や学校などの公共施設の整備など、社会資本として将
来に残るものの整備経費投資的経費

歳入合計
7,105百万円

依存財源
86.2％

自主財源
13.8％
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156　2.2％

性質別歳出合計
7,105百万円
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（元金）
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3,2863,286
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平成26年度深浦町職員名簿
平成26年度当初予算の主な事業
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平成26年度深浦町職員名簿
職　名

総務課（14名）

氏　名 職　名

町民課（18名）

氏　名 職　名

建設課（９名）

氏　名 職　名

関診療所（９名）

氏　名

職　名

教育委員会（９名）

教　育　課

氏　名

職　名

企画財政課（９名）

氏　名

職　名

町づくり戦略室（４名）

氏　名

職　名

税務課（14名）

氏　名

 課　　　長 八木　　史

 課 長 補 佐 西﨑　公慶

 課 長 補 佐 黄金崎芳幸

 行 政 係 長 西﨑　良幸

 財産管理係長 鹿内　謙三

 消防防災係長 米谷　智明

 主 任 主 査 根上真紀子

 主 任 主 査 蝦名　一裕

 主　　　査 八木橋心一

 主　　　査 福沢　月宝

 技　　　師 関野　直人

 主　　　事 西﨑　智人

 主　事　補 福沢　海斗

 主　事　補 黄金崎夏未

 課　　　長 堀内　崇史

 課 長 補 佐 寺沢美千子

  菊池　浩雅

  根上　幸喜

  中原　恒久

  兼平　正春

 介護保険係長 竹内　　仁

 主 任 主 査 平澤　　均

 主 任 主 査 平澤　典子

 主 任 主 査 山中　鉄夫

 主 任 主 査 伊東　　信

 主 任 主 査 鈴木　一輝

 主 任 主 査 根上　義和

 主　　　査 根上　　要

 主　　　査 熊谷　美希

 主　　　査 村上　公貴

 主　　　事 藤田　法子

 主　　　事 吉田　龍司

職　名

農林水産課（12名）

氏　名

 課　　　長 松沢　　敬

  吉田　　浩

  三浦　良一

 課 長 補 佐 山本　　淳

 課 長 補 佐 黒滝　秀晴

  赤石　卓美

 水産振興係長 工藤　宏昭

 主 任 主 査 福沢　久弥

 主 任 主 査 児玉　恵昭

 主 任 主 査 棟方　友裕

 主　　　査 小野　　守

 主　事　補 吉田　恵里

職　名

観光課（７名）

氏　名

 課　　　長 春藤　　裕

  一ノ関浩司

 観光戦略係長 鈴木　治朗

 主　　　事 柏倉　貴宏

 主　　　事 三浦　羽美

 主　事　補 佐藤　健吾

 主　事　補 渋谷　東陽

職　名

十二湖エコミュ－ジアムセンター
（１名）

氏　名

 主　　　幹 松橋　将昭

 課　　　長 村上　　譲

  熊沢　誠智

 課 長 補 佐 山下　秀一

  西崎　光二

  伊藤　光彦

  秦　　賢一

 主　　　査 竹内　　崇

 主　　　査 竹越　　貫

 主　事　補 島川　大生

職　名

水道課（10名）

氏　名

 課　　　長 吉田　高志

 課 長 補 佐 川村　博美

 課 長 補 佐 斉藤　　稔

  堀内　昭一

  森山　　慎

 主 任 主 査 岩谷　拓士

 主 任 主 査 金沢　久史

 主 任 主 査 堀内　勇人

 主 任 主 査 吉田　　慎

 主　　　査 大沢　幸幹

職　名

会計管理者（１名）

氏　名

 会計管理者 赤平　郷親

職　名

会計課（３名）

氏　名

 課　　　長 秋元　　勇

 出 納 係 長 岩森　睦子

 主　事　補 柴田　史絵

職　名

岩崎支所（４名）

氏　名

 支　所　長 三浦留美子

  菊池　芳樹

 主 任 主 査 奥村賀津子

 主 任 主 査 菅原　　航

職　名

大戸瀬支所（４名）

氏　名

 支　所　長 鴨　　正悟

  藤沢　一臣

 主 任 主 査 清水谷智子

 主 任 主 査 岩谷　博之

 所　　　長 綱島　紘治

 医　　　員 熊谷　紀史

 事務長（兼務） （小山　　司）

 次　　　長 小野　聖司

 包括支援係長(兼務) （根上　　守）

 主任看護師 向井　久美

 主任看護師 斉藤　恵子

 主　　　査 野呂　友彦

 主　　　事 中原　達彦

 看　護　師 小島多希子

 准 看 護 師 藤田　清子

職　名

岩崎診療所

氏　名

 所長(兼務) （綱島　紘治）

 主査（兼務） （野呂　友彦）

 主任看護師（兼務） （斉藤　恵子）

 准看護師（兼務） （藤田　清子）

職　名

地域包括ケアセンター（８名）

氏　名

 所長（兼務） （綱島　紘治）

 事　務　長 小山　　司

  薮崎　修子

 主　　　幹 小野　規子

 主　　　幹 堀内美奈子

 主任保健師 工藤　友美

 主 任 主 査 斉藤　徹伸

 保　健　師 秋元　　舞

 保　健　師 平山　真耶

職　名

地域包括支援センター（３名）

氏　名

 所長（兼務） （綱島　紘治）

 事務長（兼務） （小山　　司）

 主　　　幹 八木橋淑子

 包括支援係長 根上　　守

 保　健　師 阿部　丈亮

職　名

訪問看護ステーション（２名）

氏　名

 主任看護師 佐藤　郁代

 看　護　師 鎌田由美子

職　名

議会事務局（２名）

氏　名

 事 務 局 長 藤島　幹夫

 主　　　幹 吉田　　緑

職　名

農業委員会事務局（１名）

氏　名

 事務局長（併任） （松沢　　敬）

 主　　　査 浦谷　和敏

 課　　　長 菊池　昭秀

 課 長 補 佐 八木橋兼喜

 学 務 係 長 古川　秀輝

 社会教育係長 長谷川　賢

 主 任 主 査 吉田　一仁

 主 任 主 査 神馬　輝史

 主 任 主 査 笹森　公人

 主　事　補 兼平　景一

 主　事　補 小枝佳乃子

職　名

公民館（２名）

氏　名

 館　　　長 菊池　隆志

 主　　　幹 奥村　幸樹

職　名

歴史民俗資料館・美術館（２名）

氏　名

 館　　　長 宮本　　満

 主 任 主 査 柴田喜多子

職　名

太宰の宿ふかうら文学館（１名）

氏　名

 館長(兼務) （宮本　　満）

 館 長 補 佐 木村　明人

職　名

派遣（３名）

氏　名

 深浦町食産業振興公社 山本　昭彦

 青　森　県 一戸　卓磨

 つがる西北五広域連合 兼平　光将

職　名

再任用（２名）

氏　名

 税務課専門員 菊池　元伸

 農業委員会専門員 棟方かよ子

 課　　　長  佐藤　洋一

 課 長 補 佐 小野　篤志

  熊谷　利克

  栁原　　晋

 財 政 係 長 鶴田　繁樹

 主 任 主 査 西口　光洋

 主 任 主 査 山﨑　信行

 主　　　査 山本　大輔

 主　　　査 五十嵐　航

　

 室　　　長 松沢　公博

 町づくり戦略係長 神林　友広

 主 任 主 査 増冨　勇人

 主 任 主 査 新岡　重将

 課　　　長 岩谷　　司

 課 長 補 佐 岩谷　　強

 課 長 補 佐 神馬　昭仁

  盛　　嘉暢

  中原　和洋

  堀内　博志

 主　　　幹 萱森　惣七

 主　　　幹 小角　　等

 主 任 主 査 清水谷　剛

 主　　　査 紀本　　進

 主　　　査 脇本　憲士

 主　　　査 熊谷　一夫

 主　　　事 大船　泰朋

 主　事　補 山下　幸菜

～総務費～

～民生費～

つがる西北五
広域連合立病
院運営事業

地域介護・福
祉空間整備事
業

子育て世帯臨
時特例給付金
支給事業

各地区街灯Ｌ
ＥＤ化事業

森林セラピー
基地整備事業

緊急避難路整
備事業

～農林水産業費～
有害鳥獣駆除
対策事業

～商工費～
観光産業振興
事業

～土木費～
住宅リフォー
ム推進事業

町道側溝等整
備事業

町道北金ヶ沢
17号線橋梁架
替事業

町道関17号線
道路改良事業

西海岸広域農
道整備事業

黒崎地区農地
整備事業

農村地域防災
減災事業

新規就農総合
支援事業

林道築棒沢宮
崎線開設事業

漁港整備・機
能保全事業

事業費 58,176千円

連合立病院（5医療機関）の運営負担金
　

事業費 19,340千円

各地区街灯のＬＥＤ化（３ヵ年計画）

事業費 9,715千円

十二湖地域における、健康と自然と食に
よる誘客促進を図るための森林セラピー
基地の整備（今年度春オープン）

事業費 34,100千円

北金ヶ沢地区、かそせいか焼き村に緊急
避難路を整備

事業費 87,150千円

町民税が課税されていない方々へ一人あ
たり10,000円を支給、老齢基礎年金・障
害基礎年金などを受給している場合は
5,000円を加算（ただし課税者に扶養さ
れている方は対象外）

事業費 30,000千円

小規模多機能型居宅介護施設を設置する
事業者への補助金

事業費 7,550千円

児童手当を支給されている方で、町民税
が課税されている世帯へ児童一人につき
10,000円を支給

事業費 89,520千円

0歳～3歳未満の幼児には月15,000円、3
歳～小学生の児童には月10,000円、（た
だし第３子以降の児童には月15,000円）
中学生に対し月10,000円を支給（所得制
限を超える場合は一律月5,000円）

事業費 12,293千円

小学生までの子どもにかかる医療費の自
己負担分を全額補助

事業費 17,640千円

合併処理浄化槽設置費用の助成
（７人槽１基あたり441千円を助成）

事業費 15,100千円

監視員を配置するとともに、年間を通じ
て海岸漂着物の清掃・処理を行う

事業費 33,688千円

各種健康診査の実施
今年度から受診者負担金を無料化

事業費 18,430千円

猟友会への駆除委託や会員の育成確保な
どの有害鳥獣対策経費（鳥獣被害対策実
施隊員を2名増員し4名体制）
　

事業費 32,190千円

西海岸広域農道整備に対する県への負担
金（負担率 10.05％）、用地購入費など

（負担金）
総事業費 84,175千円
H26事業費 15,925千円

効率的な農業経営のための農地の区画整
理事業に対する県への負担金（負担率 
17.5％）
（事業期間 平成25年度～平成29年度）

事業費 8,440千円

ため池の一斉点検（受益面積0.5ha～
2.0ha）及び下流域に影響度の高いため
池についてハザードマップを作成

事業費 14,250千円

新たに農業を始める人に対する支援

総事業費 303,991千円
H26事業費 33,751千円

林道棒築沢宮崎線の開設
利用区域67.22ha、計画延長2,560m
（事業期間 平成26年度～平成30年度）

（負担金）
事業費 22,600千円

北金ヶ沢漁港及び岩崎漁港の整備・機能
保全事業に対する県への負担金
（負担率 10％）

事業費 35,072千円

観光ウェブサイト制作、ふかうらヤット
セ開催、深浦本マグロ関係イベントの開
催、西海岸二町（深浦町、鰺ヶ沢町）に
よる観光振興事業など

事業費 9,000千円

耐震補強やバリアフリー改修などの住宅
リフォームを支援（1件あたり最大30万
円）

事業費 13,339千円

東野地区の路肩整備などを実施

総事業費 150,000千円
H26事業費 72,000千円

関地区小童子橋の架け替えを実施
（事業期間 平成25年度～平成27年度）

総事業費 40,000千円
H26事業費 20,000千円

西海岸広域農道に連結する町道の改良を
実施
（事業期間 平成26年度～平成27年度）

事業費 23,000千円

町道の路面性状調査、橋りょうの点検、法
面・擁壁の点検などを実施
　

事業費 142,779千円

冬期間の除雪経費及びロータリー除雪車
の購入経費

（負担金）
事業費 234,750千円

消防救急無線デジタル化事業に対する鰺
ヶ沢地区消防事務組合への負担金

事業費 12,863千円

苗代沢地区消防屯所の新築

事業費 18,647千円

岩坂地区において、消防屯所にデジタル
無線局舎を併設した施設を整備

事業費 1,673千円

倒壊による事故などを防止するため、対
象物件の解体費用を助成

事業費 20,094千円

大戸瀬中学校スクールバス（晴山・田野
沢線）の購入

事業費 8,147千円

深浦・大戸瀬・岩崎地区の3ヵ所に放課
後子ども教室を開設（今年度から長期休
暇の際の開設時間を拡充）

事業費 75,960千円

町内のすべての小中学校において実施さ
れる、学校給食のための経費

事業費 173,138千円

関診療所及び岩崎診療所の運営経費
（医師2人体制により運営）

事業費 118,850千円

驫木・追良瀬地区の簡易水道基幹改良事
業実施（送水管布設、給水管切替など）

事業費 288,000千円

北金ヶ沢地区の排水施設整備を実施
（浄化センター整備、排水管布設）

～土木費～

～消防費～

道路ストック
事業

雪害対策事業

消防救急無線
デジタル化事
業

消防屯所整備
事業

消防センター
整備事業

空き家等対策
事業

～教育費～
スクールバス
購入事業

放課後子ども
教室推進事業

学校給食事業

～その他～
診療所運営事
業

驫木・追良瀬
地区簡易水道
基幹改良事業

北金ヶ沢地区
漁業集落排水
施設整備事業

臨時福祉給付
金支給事業

～衛生費～
子ども医療給
付事業

合併処理浄化
槽設置事業

海岸漂着物対
策推進事業

健康増進事業

児童手当支給
事業

課 長 補 佐
(情報システム係長)

課 長 補 佐
(林業振興係長)

課 長 補 佐
(畜産振興係長)

次　　　　長
(健康増進係長)

課 長 補 佐
(商工振興係長)

支所長補佐
(総合窓口係長)

支所長補佐
(総合窓口係長)

主　　　　幹
(農業振興係長)

主　　　　幹
(企画調整係長)

主　　　　幹
(総合窓口係長)

課 長 補 佐
(国民健康保険係長)

主　　　　幹
(町民生活係長)
主　　　　幹
(福祉ふれあい係長)

主　　　　幹
(漁港整備係長)

課 長 補 佐
(建 設 係 長)

主　　　　幹
(管 理 係 長)

主　　　　幹
(下水道係長)
主　　　　幹
(水 道 係 長)

主　　　　幹
(土地改良係長)

主　　　　幹
(固定資産係長)
主　　　　幹
(収 納 係 長)
主　　　　幹
(税 務 係 長)


